
◆小規模事業者の納税額を２割負担に軽減
フリーランスなど免税事業者が、令和５年10月１日か

ら令和８年9月30日までの日の属する各課税期間にイン
ボイス発行事業者となった場合、税額負担を２割に軽減
する措置が適用されます。みなし仕入率が80％の簡易課
税制度と同じ計算方法となります。特例の選択は、申告
時に確定申告書に付記することで行えます。
この特例は、課税期間の特例の適用を受ける課税期間

及び、令和５年10月1日前から課税事業者を選択してい
る事業者には適用されません。
特例の適用を受けたインボイス発行事業者が、適用を

受けた課税期間の翌課税期間中に簡易課税制度選択届出
書を提出したときは、その提出した課税期間から簡易課
税制度の適用を受けることができます。

◆インボイス交付の事務負担を軽減
(1)一定規模の事業者は帳簿のみ保存で可
基準期間の課税売上高が１億円以下または特定期間に

おける課税売上高が5,000万円以下の事業者は、令和５
年10月１日から令和11年９月30日までの課税仕入れが
１万円未満の場合、帳簿のみの保存で仕入税額控除がで
きるようになります。
(2)１万円未満の値引はインボイス不要に

売上げに係る対価の返還等が１万円未満の場合（１回
の取引の課税仕入れに係る税込金額で判定）、適格返還
請求書の交付義務が免除されます。これにより振込手数
料相当額が控除されて支払を受ける場合も、返還インボ
イスの交付は不要となります。

◆インボイス登録制度見直しと手続き柔軟化
免税事業者がインボイス登録申請書を提出し、課税期

間の初日から登録を受けようとする場合、当該課税期間
の初日から起算して15日前の日（現行は当該課税期間の
初日の前日から１か月前の日）までに登録申請書を提出
するよう期限が緩和されました。
また、インボイス発行事業者が登録の取消しを求める

届出書を提出し、翌課税期間の初日から登録を取り消そ
うとする場合は、その翌課税期間の初日から起算して15
日前の日（現行はその提出があった課税期間の末日から
30日前の日の前日）までに届出書を提出するよう期限が
緩和されました。
なお、令和５年10月１日からインボイス登録を受けよ

うとする事業者が登録申請書を令和５年３月末までに提
出できなくなった場合、「困難な事情」の記載がなくて
も、４月以降に登録申請できるようになります。
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いつもお世話になっております。

春の陽気が待ち遠しい今日この頃、いかがお過ごしですか。
それでは、今月の事務所だよりをお届けします。



コロナ借換保証スタート

新型コロナウイルス対策の「ゼロゼロ融資」にかかる中小企業の返済苦を軽減するため、政府は新たな資金繰
り支援制度「コロナ借換保証」を１月にスタートさせました。金融機関による継続的な伴走支援を受けること
を条件に、借入時の信用保証料を大幅に引き下げます。

コロナ禍での中小企業の資金繰りを支えてきた実質無利子・無担保のゼロゼロ融資は昨年９月末に終了しま
した。日本政策金融公庫だけでも100万件弱、約16兆円を融資していて、融資実績は１年でリーマンショック
後２年間を上回りました。ゼロゼロ融資が功を奏し、21年の倒産件数は6030件と、増えるどころか過去50年
で最も少ない歴史的低水準にとどまりました。

今後問題となるのが、ゼロゼロ融資の返済苦です。政府によると、民間金融機関のゼロゼロ融資の返済開始
時期が今年７月から来年４月に集中するそうです。中小企業に保証を提供する全国信用保証協会連合会のデー
タでも、融資返済が不可能な企業に代わって協会が肩代わりする「代位弁済」は増加の一途をたどっているこ
とが判明しています。

そこで国は、資金繰り支援策として新たな借り換え制度を創設しました。100％保証の融資は借り換え後も
保証を維持。また補助前は0.85％程度に設定されているゼロゼロ融資の保証料については、原則として0.2％
まで引き下げます。保証の対象期間は10年以内とし、借り換えた場合の元本の返済は最長５年間猶予します。
保証限度額は、民間金融機関のゼロゼロ融資の上限額である６千万円を上回る１億円となります。なお借り換
え制度を利用する条件として、金融機関と連携して経営計画書を作成することや、売り上げが５％以上減少し
たことなどが求められています。

3月10日
●2月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付

3月15日
●前年分贈与税の申告（2月1日から3月15日まで）
●前年分所得税の確定申告（2月16日から3月15日ま
で）
●所得税確定損失申告書の提出
●前年分所得税の総収入金額報告書の提出
●確定申告税額の延納の届出書の提出（期限：5月31
日）
●個人の青色申告の承認申請（1月16日以後新規業務
開始の場合は、その業務開始日から2ヶ月以内）
●個人の道府県民税・市町村民税・事業税（事業所
税）の申告
●財産債務調書・国外財産調書の提出（令和4年分。
令和5年分以降は6月30日）

3月31日
●個人事業者の前年分の消費税・地方消費税の確定申
告
●1月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消
費税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民税＞

●1月、4月、7月、10月決算法人及び個人事業者（前
年12月分）の3月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消
費税・地方消費税＞

●法人・個人事業者（前年12月分及び当年1月分）の
1月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地方消
費税＞

●7月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消
費税・法人事業税・法人住民税＞（半期分）

●消費税の年税額が400万円超の4月、7月、10月決
算法人の3月ごとの中間申告＜消費税・地方消費税＞

●消費税の年税額が4,800万円超の12月、1月決算法
人を除く法人の1月ごとの中間申告（11月決算法人は
2ヶ月分）＜消費税・地方消費税＞

2023年3月の税務



確定申告の時期に増えるのが、税務署員を装って現金自動預払機（ATM）に現金を振り込ませる「振り込め
詐欺」です。国税当局は毎年この時期に注意喚起していますが、詐欺は一向に減る様子がありません。言うまで
もなく、国税局や税務署が金融機関の口座を指定した上で税金の振り込みや還付金の支払いのためにATMの操
作を求めることはないので注意が必要です。

また振り込め詐欺の手口は税務署を名乗るものだけではありません。近年あった事例では、長男を名乗る電話
で「確定申告があって税務署に３千万円払わなければいけない」、「頭金が今日中に必要」などと伝えられた女
性が、自宅まで来た男に現金150万円を渡してしまったということがありました。現金を直接狙うだけでなく、
勤務先や取引銀行の情報を問い合わせる事例、未公開株や社債の取り引きに関連して銀行の口座情報を聞き出そ
うとする例など、さまざまな被害が報告されています。

詐欺ばかりは、いかに顧問の税理士が有能であろうとも、納税者本人が気を付けていなければ防ぐことはでき
ません。また詐欺の被害は盗難などと異なり、雑損控除などの税の救済手段も適用されません。詐欺にひっか
かったのは本人のミスだからだという容赦のない理由です。

振り込め詐欺の常とう句は「時間がないから早くして」。電話口でこの言葉が出てきたときには、まず「怪し
い」と思うようにしましょう。

確申期に多発の詐欺に注意


